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該当なし

公正取引委員会では，賃貸借の契約

や物品の購入についての契約では，

債権譲渡禁止特約条項が盛り込まれ

ている。

ｂ

国・地方自治体向け金銭債権の証券

化に係る債権譲渡禁止特約の解除に

ついては，平成16年度から検討を開

始する予定。

z2200001 公正取引委員会
国・地方自治体向け金銭債権の証券

化に係る債権譲渡禁止特約の解除
5039 50390022 11 社団法人 リース事業協会 22

国・地方自治体向け金銭債権の証券

化に係る債権譲渡禁止特約の解除

経済産業省などの一部の国の機関にお

いては、債権譲渡禁止特約の解除が行

われているが、すべての国の機関及び地

方自治体においても速やかに債権譲渡

禁止特約を解除すること。

企業の資金調達の円滑化が図られる。
債権譲渡禁止特約が資産流動化の適格

要件の障害となっている。

景品表示法第１条，

第２条及び第３条

一般消費者に対す

る景品類の提供に

関する事項の制限

（告示）

「一般消費者に対

する景品類の提供

に関する事項の制

限」の運用基準に

ついて（通達）

「一般消費者に対する景品類の提供

に関する事項の制限」（昭和５２年公

正取引委員会告示第５号）により，事

業者が一般消費者に対して懸賞の方

法によらないで提供できる景品類の

最高額を定めている。

ｃ Ⅲ

　景品表示法による景品規制は，零

細・小規模商店の保護を目的とするよ

うな趣旨のものではなく，景品付き販

売が野放しの状態で行われると，事業

者間において，商品・サービスの品

質・価格による競争ではなく，過大な

景品提供による不当な顧客の獲得競

争が行われるようになり，本来の商

品・サービスによる競争を歪めることと

なるため，公正な競争秩序を維持する

観点から，景品類の提供に一定の制

限を設けているものである。このよう

な観点から，「一般消費者に対する景

品類の提供に関する事項の制限」（昭

和５２年公正取引委員会告示第５号。）

においても，懸賞によらないで提供す

る景品類の価額に一定の制限を設け

ているものである。

　規制改革の推進に当たっては，公正

かつ自由な競争秩序の維持・確保が

不可欠であるところ，提案された要望

については，不当な顧客誘引の防止

による競争秩序の維持を目的とする景

品規制を緩和することになり適当では

ない。

　

z2200002 公正取引委員会
不当景品類規制（総付け）の撤廃・緩

和
5039 50390056 11 社団法人 リース事業協会 56 不当景品類規制（総付け）の撤廃

不当景品類規制（総付け）を撤廃すること

を要望する。

事業者間の公正競争の活性化が図られ、

その結果として、消費者利益に繋がる。

従前より同要望に対して公正取引委員会から「過大な景品提供は、

消費者の適正な商品選択を阻害し、商品本体の品質・価格による公

正な競争を阻害すると考えられる。このため、公正取引委員会として

は、不当に顧客を誘引し、 公正な競争を阻害するおそれがある過

大な景品類の提供を防止する観点から、引き続き、 適切な景品規

制を行っていく考えであり、規制を撤廃することは適当ではないと考

えている。ただし、景品規制の内容については、商取引の態様、経

済状況、消費者の購買行動等の変化に応じて、常に見直しを行って

いくことは必要であると考えている。なお，米国における景品規制で

は、一般懸賞（懸賞の方法により景品類を提供するもの）による景

品提供については原則として禁止している。」との回答が示されてい

る。そもそも日本語としての「景品」は、「商品に添えて客に送る品

物。おまけ。」といった意味であり、主たる物の存在が前提の言葉で

あるにもかかわらず、オープン懸賞といったくじの類の全く異なるもの

を景品の定義なかに含めてしまっていることがおかしい。問題なのは

本来の通常の言葉での景品である。総付けの場合のみを景品という

べきであると思うが、以下ここでは誤解を避けるため狭義の景品とい

う。狭義の景品が何ゆえに不当に顧客を勧誘することになるのか。

消費者は何をいくらで買って、何がおまけで付いているかを理解し

たうえで購入するかを選択するのである。不当表示の問題とは全く

異なり、景品はうそでもだましでもない。国が勝手に国民を無能扱い

しているようなものである。（本法が、「不当景品」と「不当表示」を

一緒の法律で規定していることもおかしい。「不当表示」はだましで

あって防止されるべきは当然のことであるが、狭義の景品が「不当表

示」と同じ問題かのように扱われ、しかも法律上の名称は先にきて

「景品表示法」と省略して呼ばれるということが異様と思わないのであ

ろうか。）また、「公正な競争を阻害するおそれがある過大な景品

類の提供を防止」とされており最もらしく聞こえなくはないが、以前の

公正取引委員会の口頭での説明では、零細・小規模商店が景品競

争に敗れてつぶれることから保護するということであった。ここでの「公

正な競争」というのは、そうした競争を意味している。価格で競争す

ることと景品で競争することは事業者の戦略の問題ではないのか。不

当廉売に当たるケースは別として、狭義の景品について不当廉売に

当たらないものまで規制するべきでない。独禁法と不公正な取引方

法告示に委ねることでは何故問題があるということになるのか、公正取引委員会の形式的な回答では理解できない。
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景品表示法第１条，

第２条及び第３条

一般消費者に対す

る景品類の提供に

関する事項の制限

（告示）

「一般消費者に対

する景品類の提供

に関する事項の制

限」の運用基準に

ついて（通達）

「一般消費者に対する景品類の提供

に関する事項の制限」（昭和５２年公

正取引委員会告示第５号）により，事

業者が一般消費者に対して懸賞の方

法によらないで提供できる景品類の

最高額を定めている。

ｃ Ⅲ

　景品表示法による景品規制は，零

細・小規模商店の保護を目的とするよ

うな趣旨のものではなく，景品付き販

売が野放しの状態で行われると，事業

者間において，商品・サービスの品

質・価格による競争ではなく，過大な

景品提供による不当な顧客の獲得競

争が行われるようになり，本来の商

品・サービスによる競争を歪めることと

なるため，公正な競争秩序を維持する

観点から，景品類の提供に一定の制

限を設けているものである。このよう

な観点から，「一般消費者に対する景

品類の提供に関する事項の制限」（昭

和５２年公正取引委員会告示第５号。）

においても，懸賞によらないで提供す

る景品類の価額に一定の制限を設け

ているものである。

　規制改革の推進に当たっては，公正

かつ自由な競争秩序の維持・確保が

不可欠であるところ，提案された要望

については，不当な顧客誘引の防止

による競争秩序の維持を目的とする景

品規制を緩和することになり適当では

ない。

　

z2200002 公正取引委員会
不当景品類規制（総付け）の撤廃・緩

和
5040 50400029 11 オリックス 29  不当景品類規制（総付け）の撤廃

不当景品類規制（総付け）を撤廃すること

を要望する。

事業者間の公正競争の活性化が図られ、

その結果として、消費者利益に繋がる。

従前より同要望に対して公正取引委員会から「過大な景品提供は、

消費者の適正な商品選択を阻害し、商品本体の品質・価格による公

正な競争を阻害すると考えられる。このため、公正取引委員会として

は、不当に顧客を誘引し、 公正な競争を阻害するおそれがある過

大な景品類の提供を防止する観点から、引き続き、 適切な景品規

制を行っていく考えであり、規制を撤廃することは適当ではないと考

えている。ただし、景品規制の内容については、商取引の態様、経

済状況、消費者の購買行動等の変化に応じて、常に見直しを行って

いくことは必要であると考えている。なお，米国における景品規制で

は、一般懸賞（懸賞の方法により景品類を提供するもの）による景

品提供については原則として禁止している。」との回答が示されてい

る。そもそも日本語としての「景品」は、「商品に添えて客に送る品

物。おまけ。」といった意味であり、主たる物の存在が前提の言葉で

あるにもかかわらず、オープン懸賞といったくじの類の全く異なるもの

を景品の定義なかに含めてしまっていることがおかしい。問題なのは

本来の通常の言葉での景品である。総付けの場合のみを景品という

べきであると思うが、以下ここでは誤解を避けるため狭義の景品とい

う。狭義の景品が何ゆえに不当に顧客を勧誘することになるのか。

消費者は何をいくらで買って、何がおまけで付いているかを理解し

たうえで購入するかを選択するのである。不当表示の問題とは全く

異なり、景品はうそでもだましでもない。国が勝手に国民を無能扱い

しているようなものである。（本法が、「不当景品」と「不当表示」を

一緒の法律で規定していることもおかしい。「不当表示」はだましで

あって防止されるべきは当然のことであるが、狭義の景品が「不当表

示」と同じ問題かのように扱われ、しかも法律上の名称は先にきて

「景品表示法」と省略して呼ばれるということが異様と思わないのであ

ろうか。）また、「公正な競争を阻害するおそれがある過大な景品

類の提供を防止」とされており最もらしく聞こえなくはないが、以前の

公正取引委員会の口頭での説明では、零細・小規模商店が景品競

争に敗れてつぶれることから保護するということであった。ここでの「公

正な競争」というのは、そうした競争を意味している。価格で競争す

ることと景品で競争することは事業者の戦略の問題ではないのか。不

当廉売に当たるケースは別として、狭義の景品について不当廉売に

当たらないものまで規制するべきでない。独禁法と不公正な取引方

法告示に委ねることでは何故問題があるということになるのか、公正取引委員会の形式的な回答では理解できない。

景品表示法第１条，

第２条及び第３条

一般消費者に対す

る景品類の提供に

関する事項の制限

（告示）

「一般消費者に対

する景品類の提供

に関する事項の制

限」の運用基準に

ついて（通達）

「一般消費者に対する景品類の提供

に関する事項の制限」（昭和５２年公

正取引委員会告示第５号）により，事

業者が一般消費者に対して懸賞の方

法によらないで提供できる景品類の

最高額を定めている。

ｃ Ⅲ

　景品表示法による景品規制は，要望

者が理解しているような趣旨のもので

はなく，景品付き販売が野放しの状態

で行われると，事業者間において，商

品・サービスの品質・価格による競争

ではなく，過大な景品提供による不当

な顧客の獲得競争が行われるように

なり，本来の商品・サービスによる競

争を歪めることとなるため，公正な競

争秩序を維持する観点から，景品類の

提供に一定の制限を設けているもの

である。このような観点から，「一般消

費者に対する景品類の提供に関する

事項の制限」（昭和５２年公正取引委

員会告示第５号。）においても，懸賞

によらないで提供する景品類の価額

に一定の制限を設けているものであ

る。

　規制改革の推進に当たっては，公正

かつ自由な競争秩序の維持・確保が

不可欠であるところ，提案された要望

については，不当な顧客誘引の防止

による競争秩序の維持を目的とする景

品規制を緩和することになり適当では

ない。

　

z2200002 公正取引委員会
不当景品類規制（総付け）の撤廃・緩

和
5041 50410017 11

（社）日本フランチャイズチェー

ン協会
17

・総付け景品取引価格の緩和につい

て

景品表示法第３条（景品類の制限及び禁

止）

・総付け景品

景品類の最高額の緩和。

・総付け景品：取引価格の１／１０(1000

円までの場合は100円)

･お客様の景品に対する期待感が向上し

ている。

･景品製作にかかる費用が上昇している。

※この規制は景品価格の過当競争を避

け、また中小企業を保護する為の規制と

理解するが、買い手市場の現在では規制

内の金額では顧客に行動変化を至らしめ

ません。結果、各社とも販促策が減少し、

消費の衰退につながっている。
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景品表示法第１条，

第２条，第３条

懸賞による景品類

の提供に関する事

項の制限（告示）

「懸賞による景品類

の提供に関する事

項の制限」の運用

基準について（通

達）

「懸賞による景品類の提供に関する事

項の制限」（昭和５２年公正取引委員

会告示第３号）により，事業者が一般

消費者又は他の事業者に対して，懸

賞の方法により提供することができる

景品類の最高額及び総額を定めてい

る。

ｃ Ⅲ

　景品表示法による景品規制は，要望

者が理解しているような趣旨のもので

はなく，景品付き販売が野放しの状態

で行われると，事業者間において，商

品・サービスの品質・価格による競争

ではなく，過大な景品提供による不当

な顧客の獲得競争が行われるように

なり，本来の商品・サービスによる競

争を歪めることとなるため，公正な競

争秩序を維持する観点から，景品類の

提供に一定の制限を設けているもの

である。このような観点から，「懸賞に

よる景品類の提供に関する事項の制

限」（昭和５２年公正取引委員会告示

第３号）においても，懸賞による提供

する景品類の価額に一定の制限を設

けているものである。

　規制改革の推進に当たっては，公正

かつ自由な競争秩序の維持・確保が

不可欠であるところ，提案された要望

については，不当な顧客誘引の防止

による競争秩序の維持を目的とする景

品規制を緩和することになり適当では

ない。

　

z2200003 公正取引委員会 不当景品類規制（一般懸賞）の緩和 5041 50410017 21
（社）日本フランチャイズチェー

ン協会
17

・総付け景品取引価格の緩和につい

て

景品表示法第３条（景品類の制限及び禁

止）

・一般懸賞

景品類の最高額の緩和。

・一般懸賞　：取引価格の２０倍（総額は

売上予定総額の２％）

･お客様の景品に対する期待感が向上し

ている。

･景品製作にかかる費用が上昇している。

※この規制は景品価格の過当競争を避

け、また中小企業を保護する為の規制と

理解するが、買い手市場の現在では規制

内の金額では顧客に行動変化を至らしめ

ません。結果、各社とも販促策が減少し、

消費の衰退につながっている。

私的独占の禁止及

び公正取引の確保

に関する法律第１１

条

　独占禁止法第１１条は，銀行又は保

険会社が他の国内の会社の議決権を

その総株主の議決権の５％（保険会

社の場合１０％）を超えて有することと

なる場合には，その議決権を取得し，

又は保有することを禁止しており，こ

れを行う場合には公正取引委員会の

認可を受けることとしている。

Ｃ Ⅰ，Ⅲ

　独占禁止法第１１条によって，銀行等

の株式保有を制限している趣旨は，①

豊富な資金力を有し，かつ，融資を通

じて他の会社に大きな影響力を有し

ている銀行等の株式保有を制限し，銀

行等を中心とした事業支配力の過度

の集中が生じることを防止する，②銀

行等が事業会社と結び付くことによ

り，ａ当該事業会社と競争関係にある

会社を不利に扱う等資金の流れに歪

みが生じ，当該事業会社の属する市

場での競争が歪められること，ｂ例え

ば，銀行等が取引先に対し，結び付き

のある事業会社の取り扱う商品の購

入を要請したり，銀行等が当該事業会

社の経営に不当に関与する等の不公

正取引の素地が形成されることを防止

するというものである。

　公正取引委員会が行った金融機関

と企業との取引慣行に関する実態調

査（平成１３年７月４日公表）によると，

①企業は，取引先金融機関を変更し

にくい状況がみられ，金融機関は影響

力を及ぼし得る立場にあることが多

い，②金融機関が行った要請に対し

ては，意志に反して要請に応じた企

業も多数存在する，③企業の４割は金

融機関からの要請を断りにくく感じて

おり，意志に反しても要請に応じざる

を得ない理由としては次回の融資が

困難になることや取引関係悪化の懸

念が挙げられているといった状況が

認められている。このような金融会社

と事業会社間の関係の特性等を踏ま

z2200004 公正取引委員会
銀行等による株式等の取得等の制限

の撤廃等
5044 50440001 11

慶應義塾大学ビジネススクー

ル許斐研究室
1

銀行等による株式の取得等の制限の

撤廃

いわゆる５％ルールの撤廃（無制限）。英

米型ｶﾞﾊﾞﾅﾝｽやﾄﾞｲﾂ型ｶﾞﾊﾞﾅﾝｽを模倣する

のではなく、日本企業に最適なｺｰﾎﾟﾚｰﾄ

ｶﾞﾊﾞﾅﾝｽを育成するため、機関投資家たる

銀行の資本家機能（ｶﾞﾊﾞﾅﾝｽ）の強化する

ことにより、銀行のﾘｽｸﾏﾈｰの供給機能を

強化する.

資金余剰という日本経済の環境下で、米

国に比較して資本の弱体化が懸案であ

り、それを直ぐに個人の資本出資に期待

するには時間的問題がある。つまり組織

再編成の際の譲渡対価に海外株式が包

含させれる時期がまじかに迫ってきてお

り、米ﾄ゙ﾙ下落の可能性が高まっている現

在、日本企業の株式の保有者の中心が

米英国資本の比率が高まることが予想さ

れ、日本企業のｶﾞﾊﾞﾅﾝｽ構造が海外資本

家に支配される事が考えられる。一方米

国方資本主義の問題は、ＩＴ産業など投資

回収が容易な産業育成はともかくも、製

造業への資本投下が減少する可能性も

あり、産業政策上、製造業を活性化が可

能な資金源泉が不可欠で、その仕組みを

構築することは日本経済の詳細にとって

最大の課題である。その観点から、日本

経済の強みを維持するためにも、Ｍ＆Ａ

による買収を回避するためにも、日本企

業の資本の安定化が求められる。事業支

配力の集中等の問題があるにせよ、資金

余剰の金融機関に資本増強の役割を期

待したい。

ガバナンス上の問題は、

種類株の工夫で乗り切

れるものと考えられる。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

私的独占の禁止及

び公正取引の確保

に関する法律第１１

条

　独占禁止法第１１条は，銀行又は保

険会社が他の国内の会社の議決権を

その総株主の議決権の５％（保険会

社の場合１０％）を超えて有することと

なる場合には，その議決権を取得し，

又は保有することを禁止しており，こ

れを行う場合には公正取引委員会の

認可を受けることとしている。

Ｃ Ⅰ，Ⅲ

　独占禁止法第１１条によって，銀行等

の株式保有を制限している趣旨は，①

豊富な資金力を有し，かつ，融資を通

じて他の会社に大きな影響力を有し

ている銀行等の株式保有を制限し，銀

行等を中心とした事業支配力の過度

の集中が生じることを防止する，②銀

行等が事業会社と結び付くことによ

り，ａ当該事業会社と競争関係にある

会社を不利に扱う等資金の流れに歪

みが生じ，当該事業会社の属する市

場での競争が歪められること，ｂ例え

ば，銀行等が取引先に対し，結び付き

のある事業会社の取り扱う商品の購

入を要請したり，銀行等が当該事業会

社の経営に不当に関与する等の不公

正取引の素地が形成されることを防止

するというものである。

　公正取引委員会が行った金融機関

と企業との取引慣行に関する実態調

査（平成１３年７月４日公表）によると，

①企業は，取引先金融機関を変更し

にくい状況がみられ，金融機関は影響

力を及ぼし得る立場にあることが多

い，②金融機関が行った要請に対し

ては，意志に反して要請に応じた企

業も多数存在する，③企業の４割は金

融機関からの要請を断りにくく感じて

おり，意志に反しても要請に応じざる

を得ない理由としては次回の融資が

困難になることや取引関係悪化の懸

念が挙げられているといった状況が

認められている。このような金融会社

と事業会社間の関係の特性等を踏ま

z2200004 公正取引委員会
銀行等による株式等の取得等の制限

の撤廃等
5044 50440002 11

慶應義塾大学ビジネススクー

ル許斐研究室
2 種類株の活用促進

現在ﾃﾞｯﾄ･ｴｸｲﾃｨ･ｽﾜｯﾌﾟによる優先株式

の取得が認められている株式保有制限

法適用除外の範囲拡大

金融機関による大規模なリスクマネーの

供給を可能とするには、株主権の切り分

けによって

既存株主との利害調整やガバナンス構

造の緊張感を担保する種類株式の活用

が有効と考えられるため。

要望1の補完としてｾｯﾄ

提案

　①私的独占の禁

止及び公正取引の

確保に関する法律

第９条第５項②私的

独占の禁止及び公

正取引の確保に関

する法律施行令第９

条③私的独占の禁

止及び公正取引の

確保に関する法律

第９条から第１６条ま

での規定による認

可の申請，報告並

びに届出等に関す

る規則第１条の２，

第１条の３及び第１

条の４

　独占禁止法第９条第１項及び第２項

は，他の国内の会社の株式を所有す

ることにより事業支配力が過度に集中

することとなる会社の設立・転化を禁

止している。

ｂ
Ⅰ，Ⅱ，

Ⅲ

　独占禁止法第９条の株式保有規制

は，同条第５項及び第６項により，一定

の総資産基準を超える会社に対して，

設立後３０日以内又は事業年度終了

後３か月以内に，当該会社及びその

子会社の事業に関して報告する義務

を課して「事業支配力」型か否かを審

査しているものである。このように，同

規制は，「事後チェック型」となってお

り，規制改革の基本理念に反するもの

ではなく，企業再編を妨げるものでは

ないと考えられる。

　なお，規制改革推進３か年計画（再

改定）（平成１５年３月２８日閣議決定）

において，平成１６年度中に一般集中

規制（第９条）の施行状況のフォロー

アップを行い，一般集中規制について

は将来的には廃止することが適切で

あるとの指摘，事業支配力が過度に

集中することにより競争が阻害される

ことのないよう十分配慮すべきである

との指摘があることも踏まえつつ，評

価・検討することとされており，その一

環として検討することとしている。

z2200005 公正取引委員会 大規模会社の事業報告書の廃止 5048 50480007 11 社団法人　日本自動車工業会 7 大規模会社の事業報告書の廃止

事業報告書は直ちに廃止すべきである。

少なくとも有価証券報告書等の既存の報

告書の記載をもって代えることを認める等

により企業の負担を軽減すべきである。

昨年独禁法が改正され一定以上の規模

を有する会社（大規模会社）に対する一

定額以上の株式保有制限（9条の２）が廃

止されたが、一方で、毎年度ごとに自社

及び子会社の事業報告書の提出が求め

られるようになった。

行政による事前規制から事後チェックに

よる弊害規制に移行する流れに逆行す

る。

独禁法関連でも、大規模会社の株式保有

制限（9条の２）は、規制内容を順次緩和

したうえで廃止となり、合併等の企業結

合の事前届出手続も要件が緩和される方

向にある。この中で、本件の事業報告書

を求める必要性には説得力がない。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

　①私的独占の禁

止及び公正取引の

確保に関する法律

第９条第５項②私的

独占の禁止及び公

正取引の確保に関

する法律施行令第９

条③私的独占の禁

止及び公正取引の

確保に関する法律

第９条から第１６条ま

での規定による認

可の申請，報告並

びに届出等に関す

る規則第１条の２，

第１条の３及び第１

条の４

　独占禁止法第９条第１項及び第２項

は，他の国内の会社の株式を所有す

ることにより事業支配力が過度に集中

することとなる会社の設立・転化を禁

止している。

ｂ
Ⅰ，Ⅱ，

Ⅲ

　独占禁止法第９条の株式保有規制

は，同条第５項及び第６項により，一定

の総資産基準を超える会社に対して，

設立後３０日以内又は事業年度終了

後３か月以内に，当該会社及びその

子会社の事業に関して報告する義務

を課して「事業支配力」型か否かを審

査しているものである。このように，同

規制は，「事後チェック型」となってお

り，規制改革の基本理念に反するもの

ではなく，企業再編を妨げるものでは

ないと考えられる。

　なお，規制改革推進３か年計画（再

改定）（平成１５年３月２８日閣議決定）

において，平成１６年度中に一般集中

規制（第９条）の施行状況のフォロー

アップを行い，一般集中規制について

は将来的には廃止することが適切で

あるとの指摘，事業支配力が過度に

集中することにより競争が阻害される

ことのないよう十分配慮すべきである

との指摘があることも踏まえつつ，評

価・検討することとされており，その一

環として検討することとしている。

z2200005 公正取引委員会 大規模会社の事業報告書の廃止 5081 50810007 11 松下電器産業㈱ 7
独占禁止法第9条第5項に基づく事業

報告書について

独占禁止法第9条第5項に基づく事業報

告書の廃止。又は、事業報告書を作成す

るとしても、会社が直接株式を保有する子

会社の報告のみとすべきである。

報告義務を課せられている会社は大規模

事業者であり、間接に議決権を保有する

会社は多岐に渡る。会社が間接に議決権

を保有する、いわゆる孫会社についてま

で議決権保有割合、総資産、売上高を調

査しなければならないというのはあまり

にも煩雑であって、毎事業年度終了の日

から3月以内に提出することが非常に難

しい状態にある。

下請代金支払遅延

等防止法

下請事業者が親事業者の指定する倉庫に一定数量を預託し，

親事業者が倉庫から出庫・使用する方式（以下「預託方式」と

いう。）を親事業者が下請取引において採用する場合がある。

この預託方式は，親事業者と下請事業者が長期の需要予測

データを共有することによって，効率的な生産体制を構築し，市

場の変化による需要の増減に対して機動的に対応することが

可能となるなど，親事業者及び下請事業者の双方の利益とな

る側面があり，下請法上禁止されているものではない。ただし，

親事業者が預託方式を採用した場合，運用のいかんによって

は，下請法において規定されている下請代金の支払遅延の禁

止等の親事業者の遵守事項に抵触する可能性があるので，そ

のような問題を引き起こさないような形で実施する必要があ

る。

当委員会は，平成15年12月11日に公表した下請代金支払遅

延防止法に関する運用基準において，親事業者が預託方式を

採用する場合の下請法上の考え方を明らかにしているところ。

すなわち，同運用基準において

「物品の製造委託において，下請事業者が親事業者の指定す

る倉庫に製造委託を受けた部品を預託し，親事業者は当該部

品を倉庫から出庫し，使用する方式を採用することがある。この

ような方式の下では，下請事業者が，３条書面記載の受領日以

前に，親事業者の指定する倉庫に製造委託を受けた部品を預

託する場合には，預託された日が支払期日の起算日となる。し

かし，例えば，下請事業者が倉庫に預託した部品のうち，３条書

面記載の納期日前に預託された部品については，親事業者又

は倉庫事業者を占有代理人とし，下請事業者が自ら占有してい

ることとし，３条書面記載の納期日に，同記載の数量の部品の所

有権が親事業者に移転することがあらかじめ書面で合意されて

いれば，倉庫に預託した部品のうち，３条書面記載の受領日前

の預託数量については，実際の預託日にかかわらず，３条書面

記載の納期日（ただし，親事業者が当該納期日前に出庫し，使

用した場合においては，出庫した日）に受領があったものとして

取り扱い，「支払期日」の起算日とする（ただし，このような方式

の下では，支払遅延のほか，受領拒否，買いたたき等の規定

に抵触しないよう留意する必要がある。）。」

という形で下請法上の考え方を示し，親事業者が預託方式を採

用する場合には，下請法の問題が生じないような形で実施す

ることを求めている。

ｄ ｄ

下請法上「受領」とは，物品の製造又

は修理委託においては，親事業者が

下請事業者の給付の目的物を受け取

り自己の占有下に置くことを意味する

ところ，下請事業者が倉庫に預託した

部品について親事業者が検査を行う

場合には，親事業者は当該部品を自

己の占有下に置いたものと考えられ

ることから，当該検査を行った日が受

領日とされ，当該期日から起算して６０

日の期間内において下請代金を支払

う義務が生じることになる。前記運用

基準において明らかにしている親事

業者が預託方式を採用する場合の下

請法上の考え方は，下請事業者が倉

庫に預託したことをもって直ちに親事

業者が受領したとの取扱いにはしな

いとの考え方を示したものであり，ま

た，親事業者が倉庫に預託された部

品を検査することを禁止しているもの

ではない。ただし，下請事業者が倉庫

に預託した部品を親事業者が検査し

た場合には，親事業者が下請事業者

の給付を受領したとの取扱いになり，

親事業者は当該下請事業者が給付し

た部品を使用するか否かを問わず，当

該検査の期日から起算して６０日の期

間内において下請代金を支払う義務

が生じるところ，親事業者が下請代金

の支払遅延を生じないよう制度的に

担保されていれば，現行の下請法に

おいても実施することは可能。

z2200006 公正取引委員会

ビジネスモデルの進化に伴う下請法

(下請代金支払い等遅延防止法）の規

制緩和

5081 50810005 11 松下電器産業（株） 5

ビジネスモデルの進化に伴う下請法

(下請代金支払い等遅延防止法）の規

制緩和

下請法を現在の新しいビジネスモデルに

対応できるように規制の緩和をいただき

たい。書類整備の手続き緩和、下請法対

象会社の自由意志によるコック、VMIへの

参加、VMI倉庫内の下請法対象会社資産

に対する事前品質確認の為の先行検査

の実施可能化、引き取り責任を明確にし

た上での引き取り時期の柔軟対応等

下請け企業を保護するはずの「下請代金

支払い等遅延防止法」が新しいビジネス

モデルであるＶＭＩのに合致せず、下請企

業を苦しめ、かつ企業経営の効率化を阻

害している。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の
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要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望
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要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

私的独占の禁止及

び公正取引の確保

に関する法律第１１

条

　独占禁止法第１１条は，銀行又は保

険会社が他の国内の会社の議決権を

その総株主の議決権の５％（保険会

社の場合１０％）を超えて有することと

なる場合には，その議決権を取得し，

又は保有することを禁止しており，こ

れを行う場合には公正取引委員会の

認可を受けることとしている。

Ｃ Ⅰ，Ⅲ

　独占禁止法第１１条によって，銀行等

の株式保有を制限している趣旨は，①

豊富な資金力を有し，かつ，融資を通

じて他の会社に大きな影響力を有し

ている銀行等の株式保有を制限し，銀

行等を中心とした事業支配力の過度

の集中が生じることを防止する，②銀

行等が事業会社と結び付くことによ

り，ａ当該事業会社と競争関係にある

会社を不利に扱う等資金の流れに歪

みが生じ，当該事業会社の属する市

場での競争が歪められること，ｂ例え

ば，銀行等が取引先に対し，結び付き

のある事業会社の取り扱う商品の購

入を要請したり，銀行等が当該事業会

社の経営に不当に関与する等の不公

正取引の素地が形成されることを防止

するというものである。

　公正取引委員会が行った金融機関

と企業との取引慣行に関する実態調

査（平成１３年７月４日公表）によると，

①企業は，取引先金融機関を変更し

にくい状況がみられ，金融機関は影響

力を及ぼし得る立場にあることが多

い，②金融機関が行った要請に対し

ては，意志に反して要請に応じた企

業も多数存在する，③企業の４割は金

融機関からの要請を断りにくく感じて

おり，意志に反しても要請に応じざる

を得ない理由としては次回の融資が

困難になることや取引関係悪化の懸

念が挙げられているといった状況が

認められている。このような金融会社

と事業会社間の関係の特性等を踏ま

　金銭又は有価証券の信託に係る信

託財産として株式を取得し又は保有

することにより，議決権を取得し又は

保有する場合について，信託銀行は，

議決権保有比率が５％超となったこと

が直ちに分からずとも，同法第１１条第

１項第３号の規定により，１年以内の議

決権保有については問題とならな

い。加えて，あらかじめ同法第１１条第

２項に基づき認可を得ることにより，総

株主の議決権の５％を超える議決権を

１年超保有することができる。

　当該認可の基準は，　「独占禁止法

第１１条の規定による銀行又は保険会

社の議決権の保有等の認可について

の考え方」（ガイドライン）において，

“信託財産として所有等する株式に係

る議決権の増加割合が年１％以下で

あること”などとされているが，予期せ

ぬ議決権保有比率の増大への対応等

同ガイドラインの改定の検討の必要性

は，例えば，年金資産の増大，株式に

よる資産運用の比重の高まりなど，市

場実態の変化の状況も踏まえて判断

することが適当であると考えられる。

z2200007 公正取引委員会

信託財産に係る議決権保有規制の弾

力的運営を可能とすること（独占禁止

法）
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信託財産に係る議決権保有規制の弾

力的運営を可能とすること（独占禁止

法）

・ 独占禁止法では、銀行業を営む会社は、同法第１

１条第２項の認可を受けることにより、信託財産とし

て総株主の議決権の５％を超える議決権を１年超保

有することができる。なお、その認可基準は公正取

引委員会ガイドライン「独占禁止法第１１条の規定に

よる銀行又は保険会社の議決権の保有等の認可に

ついての考え方」に定められているところである。

・ 一方、平成１５年９月の商法改正により、平成１６

年度より定款を変更すれば、自己株式の取得が株

主総会の決議を経ることなく取締役会の決議により

可能となっている。

・ 当該商法改正により、自己株式の取得を取締役会

の決議により可能とする定款変更を行った企業につ

いては、取締役会の決議で適宜自己株式の取得が

可能となることにより、総議決権数の把握が困難に

なるとともに、予期せぬ自己株式の取得がなされる

ことにより、公正取引委員会ガイドラインに定める認

可基準に抵触する可能性が増している。

・ 特に、“信託財産として所有等する議決権の増加

割合が年１％以下であること”という基準につき、認

可後計画的に信託財産において増加割合年１％の

範囲内で議決権を取得したものの、予期せぬ自己

株式の取得により、年１％を超え、基準に抵触する

ことになることが想定される。

・ したがって、信託財産として所有等する議決権の

増加割合の算出においては、自己株式の取得に拘

らず、認可申請時点で把握可能な総議決権数（認

可申請書に記載されたもの）を基準に行うなど、柔

軟な対応を可能とするよう要望するもの。

・ 定款の変更で取締役会の決議に基づ

き自己株式の取得を可能とする商法改正

により、当該ガイドラインに定める認可基

準に抵触する可能性が増したことに伴

い、基準遵守のために信託財産の運用

による株式の取得を慎重に行わざるを得

ず、信託財産の効率的な運用を阻害する

惧れがあるため。

ー 補助金なし ー ー ー z2200008 公正取引委員会 補助金適正化法の運用の一元化 5094 50940005 11 和歌山県 5 補助金適正化法の運用の一元化

補助金適正化法に基づく処分制限期間

については、各府省庁が別途政令で制

定するのではなく、財務省令にて、処分

制限期間の統一（一本化）を図り、既存の

政令は各府省庁において廃止されたい。

　

・補助金適正化法第２２条に基づく財産処

分制限期間は、各府省庁の政令により別

途定めるとされており、現状では、各府省

庁の政令を定める時期によりばらつきが

見られ、さらに改正後の但し書きには、財

務省令に連動した処分制限期間ではな

く、改正後に取得した財産にのみ適用が

受けるように政令で告示されている。国

の補助金を活用し、整備したもの（例　鉄

筋コンクリート）や購入したもの（パソコ

ン・サーバ）が同じであるにもかかわら

ず、補助金の種類によって異なる処分制

限期間となっている。

6/6


